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Ⅰ 総合型地域スポーツクラブ育成状況調査 

 

１ 調査の概要 

（１）目的 

全国において、創設された総合型地域スポーツクラブ（以下、「総合型

クラブ」または「クラブ」）及び創設準備中のクラブの状況を把握するた

めの基礎資料とする。 

 

（２）対象 

総合型クラブを育成している市区町村 

総合型クラブ及び創設準備中のクラブ 

 

（３）実施期間 

令和７年 10 月 17 日（金）～12 月 12 日（金） 

 

（４）実施方法 

各都道府県スポーツ主管課に対して、域内の総合型クラブを育成してい

る市区町村及び創設された総合型クラブ並びに創設準備中のクラブの状

況（令和７年７月１日現在）を調査。 

 

（５）調査票回収状況 

 配布数 ４７  回収数 ４７  回収率 １００％ 
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２ 調査結果の概要 

（１）クラブ育成市区町村数 

令和７年７月１日現在、全国 1,741 市区町村のうち、1,378 市区町村におい

てクラブが育成（創設及び創設準備）されている。その内訳をみると、1,315

の市区町村においてクラブが既に創設されており、109 の市区町村においてク

ラブの創設準備中となっている。 

 

 

 

 

  

702 
783 
786 

894 
1,046 

1,167 
1,249 

1,318 
1,362 

1,377 
1,394 
1,407 
1,407 
1,409 
1,407 
1,401
1,404
1,408
1,401
1,397
1,390

1,378

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600

平 成16 年 度
平 成17 年 度
平 成18 年 度
平 成19 年 度
平 成20 年 度
平 成21 年 度
平 成22 年 度
平 成23 年 度
平 成24 年 度
平 成25 年 度
平 成26 年 度
平 成27 年 度
平 成28 年 度
平 成29 年 度
平 成30 年 度
令 和 元 年 度
令 和 ２ 年 度
令 和 ３ 年 度
令 和 ４ 年 度
令 和 ５ 年 度
令 和 ６ 年 度
令 和 ７ 年 度

図１ クラブ育成市区町村数

394 
486 

532 
631 

736 
846 

998 
1,117 

1,192 
1,256 

1,276 

1,301 
1,319 
1,328 
1,339 
1,341
1,336
1,339
1,332
1,327 
1,325 

1,315 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600

平 成16 年 度
平 成17 年 度
平 成18 年 度
平 成19 年 度
平 成20 年 度
平 成21 年 度
平 成22 年 度
平 成23 年 度
平 成24 年 度
平 成25 年 度
平 成26 年 度
平 成27 年 度
平 成28 年 度
平 成29 年 度
平 成30 年 度
令 和 元 年 度
令 和 ２ 年 度
令 和 ３ 年 度
令 和 ４ 年 度
令 和 ５ 年 度
令 和 ６ 年 度
令 和 ７ 年 度

図２ クラブ創設市区町村数



3 

 

 

 

（２）育成クラブ数 

  全国で育成されているクラブ数をみると、3,541 のクラブが育成されてい 

る。そのうち、3,419 のクラブが既に創設されており、122 のクラブが創設準 

備中となっている。 
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図３ 創設準備市区町村数
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（３）法人格取得・指定管理者クラブ数 

  育成されているクラブのうち、法人格を有しているクラブが 1,068クラブ、 

指定管理者として公共施設の管理を行っているクラブが 226 クラブとなって 

いる。 
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Ⅱ 総合型地域スポーツクラブ活動状況調査 

 

１ 調査の概要 

目的 

全国において、創設された総合型地域スポーツクラブ（以下、「総合型クラ

ブ」または「クラブ」）の活動内容、課題等を把握し、今後の生涯スポーツ振

興施策に関する基礎資料とする。 

 

対象 

全国の総合型クラブ 

 

実施期間 

令和７年 10 月 17 日(金)10:00～令和７年 12 月 12 日(金) 

 

実施方法 

各都道府県スポーツ主管課を通じ、域内の総合型クラブに対して活動状況

の調査を依頼。各クラブからインターネット専用フォームへ回答する形式で

実施。 

 

回答状況 

該当クラブ数： 3,419 

回答数      ： 1,555 

回答率      ： 45.5％ 
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２ 調査結果の概要 

（１）学校運動部活動の地域連携・地域展開 

部活動の地域連携・地域展開について「ある程度のことは知っている」が

53.0％と最も高く、次いで「よく知っている」が 33.2％となっている。「よく

知っている」と「ある程度のことは知っている」を合わせると 86.2％に認知

されており、「ほとんど知らない」は 1.7％となっている。 

 

 

 

取組状況については「学校運動部活動の地域連携に取り組んでいる」が

16.2％と最も高く、次いで「学校運動部活動の地域展開に取り組んでいる」が

13.0％となっている。なお、「いずれも取り組んでいない」が 61.3％、昨年度

から減少しており総合型クラブの関わりの増加が伺える。 
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休日の地域クラブ活動の運営団体を「担うことは考えていない」が 47.3％

と最も高く、次いで「担いたいと考えている」が 24.7％となっている。「現在

担っている」と「今後担う予定である」を合わせると 20.5％となっており、

昨年度から増加している。 

 

 

 

休日の地域クラブ活動の実施主体を「担うことは考えていない」が 46.9％

と最も高く、次いで「担いたいと考えている」が 25.0％となっている。「現在

担っている」と「今後担う予定である」を合わせると 21.2％となっており、

昨年度から増加している。 
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平日の地域クラブ活動の運営団体を「担うことは考えていない」が 52.9％

と最も高く、次いで「担いたいと考えている」が 24.6％となっている。「現在

担っている」と「今後担う予定である」を合わせると 15.5％となっており、

休日の運営団体と同様に昨年度から増加している 
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と最も高く、次いで「担いたいと考えている」が 25.8％となっている。「現在

担っている」と「今後担う予定である」を合わせると 15.7％となっており、

休日の実施主体と同様に昨年度から増加している 
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運営団体・実施主体として行っている内容について、「参加者の怪我や活動

時の事故等に備えたリスクマネジメントのために、必要な保険に加入してい

る」が 75.6％と最も高く、次いで「行政や学校と連携して取り組んでいる」

が 73.5％となっている。これらは昨年度と同様に、比率の高い取組である。 

 

 

 

運営団体・実施主体を担うことを考えていない大きな理由・原因として、「指

導者が確保できないため」が 78.5％となっており、昨年度から変わらず指導

者不足が大きな課題であることが伺える。 
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指導者が確保できないため

事務局員等が確保できないため

大会への引率や大会運営への参画が負担になるため

行政から具体的な相談・依頼等がないため

行政の方針や計画が定まっていないため

クラブの理念や目的等と異なるため

公的支援の見通しがたたないため

活動場所が確保できないため

移動手段が確保できないため

その他

図8 運営団体・実施主体を担うことを考えていない理由・原因

令和７年度

（N=606クラブ）

令和６年度

（N=686クラブ）
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総合型クラブが運営団体・実施主体となる場合の c 課題は、「指導者の確保」

が 86.7％と最も高く、次いで「公的支援による財源確保とその持続可能性」

が 63.8％となっている。 

 

 

  

86.7%

63.8%

60.9%

57.8%

57.2%

55.9%

53.7%

52.2%

50.3%

47.9%

46.5%

44.6%

44.2%

42.4%

37.7%

35.7%

29.2%

1.8%

5.0%

86.0%

63.3%

54.7%

58.8%

57.2%

54.4%

49.7%

49.5%

49.3%

42.8%

45.8%

38.0%

37.5%

36.5%

29.4%

1.5%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

指導者の確保

公的支援による財源確保とその持続可能性

行政や学校との連携体制

事務員等の確保

保護者・生徒の理解

クラブと自治体や学校をつなぐコーディネーターの確保

トラブルや事故等の対応

受益者負担等による財源確保

地域クラブ活動としての大会への参加・引率

平日・休日の一貫指導

活動する施設・設備の確保

参加者管理、連絡・調整、会費徴収等を行うためのアプリ・システムの活

用

学校の理解

移動手段の確保

スポーツ用具等の確保

学校の運動施設の開放

地域住民の理解

特にない

その他

図9 総合型クラブが運営団体・実施主体となる場合の課題

令和７年度

（N=1,548クラブ）

令和６年度

（N=1,567クラブ）
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（２）総合型地域スポーツクラブ「登録・認証制度」 

登録制度について、「登録している」が 52.3％「登録していない」が 47.7％

となっている。 

登録していないクラブの今後の予定については、82.7％が「登録する予定は

ない」としている。 

「登録する予定がない」理由としては、「登録手続きに見合うメリット・必

要性を感じない」が 34.1％と最も高い。 

 

 

 

 

 

52.3%

49.1%

47.7%

50.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=1,528クラブ）

令和６年度

（N=1,573クラブ）

図10 登録制度の登録状況

登録している 登録していない

10.1%

12.7%

82.7%

77.5%

7.2%

9.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=724クラブ）

令和６年度

（N=801クラブ）

図11 登録制度で登録していないクラブの、今後の予定

現在登録はしていないが、今後登録予定 登録する予定はない その他
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 認証制度については、登録クラブにおいては「知っていて、興味がある」が

63.2％と最も高く、次いで「知っているが、興味はない」が 29.4％となってい

る。また、未登録クラブでは「知っているが、興味はない」が 52.3％と最も高

く、次いで「知らないし、興味もない」が 22.2％となっている。 

 

 

18.5%

16.9%

20.2%

16.2%

34.1%

35.1%

21.0%

25.5%

6.2%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=595クラブ）

令和６年度

（N=616クラブ）

図12 登録する予定がないクラブの理由

登録基準を満たしていない 登録料に見合うメリット・必要性を感じない

登録手続きに見合うメリット・必要性を感じない 登録制度を理解していない

その他

69.9%

63.2%

22.3%

29.4%

4.9%

5.4%

2.9%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年度

（N=754クラブ）

令和７年度

（N=799クラブ）

図13-1 認証制度の認知度 【登録クラブ】

知っていて、興味がある 知っているが、興味はない

知らないが、興味はある 知らないし、興味もない

15.7%

15.2%

46.5%

52.3%

13.3%

10.3%

24.6%

22.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年度

（N=798クラブ）

令和７年度

（N=729クラブ）

図13-2 認証制度の認知度 【未登録クラブ】

知っていて、興味がある 知っているが、興味はない

知らないが、興味はある 知らないし、興味もない
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（３）クラブ会員 

クラブの総会員数は、「101～300 人」が 42.6％（R6 年度調査では 40.8％）、

「1～100 人」が 26.2％（R6 年度調査では 29.2％）、「301～1,000 人」が 24.9％

（R6 年度調査では 24.3％）となっている。 

また、その内訳をみると、「小学生」が 31.6％（R6 年調査では 27.0％）と

最も高く、次いで「70 歳以上」17.9％（R6 年度調査では 15.6％）、「中学生」

10.4％（R6 年度調査では 8.5％）と続いている。 

 

  

26.2%

29.2%

42.6%

40.8%

24.9%

24.3%

6.3%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=1,400クラブ）

令和６年度

（N=1,442クラブ）

図14 令和7年総会員数

1～100人 101～300人 301～1000人 1001人～

3.7%

3.8%

3.5%

4.5%

31.6%

37.9%

25.3%

29.4%

10.4%

12.4%

8.6%

8.2%

1.8%

2.0%

1.6%

2.0%

4.0%

4.6%

3.3%

4.1%

4.2%

4.6%

3.6%

5.5%

6.9%

6.9%

6.9%

7.0%

7.8%

6.6%

9.1%

7.9%

9.8%

6.9%

12.9%

9.2%

17.9%

12.8%

23.8%

13.8%

1.9%

1.4%

1.4%

8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

男性

女性

性別不明

図15 令和７年総会員数の内訳

未就学児 小学生 中学生 高校生（～18歳） ～29歳 ～39歳

～49歳 ～59歳 ～69歳 70歳～ 年齢不明

（N=437,197人）

（N=206,449人）

（N=198,958人）

（N=31,790人）



15 

障害者の会員数は、309 クラブから回答があり、「1～10 人」が 80.7％（R6

年度調査では 79.4％）となっている。 

 障害者の合計会員数の内訳は、「小学生」が 25.4％（R6年度調査では 26.6％）

と最も高く、次いで「70 歳以上」23.7％（R6 年度調査では 25.2％）となって

いる。 

 

 

  

 

  

80.7%

79.4%

9.6%

10.6%

7.1%

6.5%

2.6%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=309クラブ）

令和６年度

（N=310クラブ）

図16 令和７年障害者の合計会員数

1～10人 11～30人 31～100人 101人～

4.0%

3.7%

5.1%

0.9%

25.4%

29.5%

23.6%

4.6%

7.5%

8.7%

6.0%

6.1%

3.4%

4.2%

2.4%

3.2%

7.7%

10.0%

5.2%

3.5%

5.2%

6.0%

4.3%

3.2%

5.2%

5.5%

4.8%

5.8%

5.9%

5.5%

6.3%

6.9%

9.3%

6.9%

11.3%

16.2%

23.7%

17.6%

27.4%

49.7%

2.7%

2.4%

3.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

男性

女性

性別不明

図17 令和７年障害者の合計会員数の内訳

未就学児 小学生 中学生 高校生（～18歳） ～29歳 ～39歳

～49歳 ～59歳 ～69歳 70歳～ 年齢不明

（N=2,516人）

（N=1,754人）

（N=346人）

（N=4,616人）



16 

（４）クラブ会費 

クラブの会費は「徴収している」が 90.1％（R6 年度調査では 91.2％）とな

っている。 

会費を徴収しているクラブにおける、会費の平均額は、月額 1,332.7 円（R6

年度調査では 1,494.0 円）となっている。 

会費徴収額別に見ると、「1,001 円以上」が 34.1％、「0～100 円」が 15.7％、

「101～200 円」が 12.8％となっている。 

 

 

90.1%

91.2%

9.9%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=1,501クラブ）

令和６年度

（N=1,517クラブ）

図18 会費徴収の有無

徴収している 徴収していない

15.7%

12.8%

12.3%

6.4%

7.1%

2.2%

1.7%

2.4%

0.8%

4.4%

34.1%

17.5%

13.6%

11.4%

5.9%

7.2%

2.3%

1.5%

2.2%

1.6%

3.7%

33.1%

0% 10% 20% 30% 40%

0～ 100円

101～ 200円

201～ 300円

301～ 400円

401～ 500円

501～ 600円

601～ 700円

701～ 800円

801～ 900円

901～1,000円

1,001円～

図19 会費徴収平均額（月）

令和７年度

（N=1,316クラブ）

令和６年度

（N=1,379クラブ）

【全体平均額】

令和７年度：1,332.7円

令和６年度：1,494.0円
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（５）法人格の取得 

法人格取得済みのクラブは、計 40.7％（R6 年度調査では計 38.3％）である。 

取得している法人格の種類は、「NPO 法人」が 68.7％（R6 年度調査では 70.7％）

と最も高くなっている。 

 

 

 

 

  

33.5%

32.0%

7.2%

6.3%

59.3%

61.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=1,509クラブ）

令和６年度

（N=1,552クラブ）

図20 法人格取得の有無

クラブとして取得している 運営団体が取得している 取得していない

68.7%

1.8%

2.1%

22.3%

5.0%

70.7%

1.2%

1.9%

21.6%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

NPO法人

認定・仮認定NPO法人

一般財団法人

一般社団法人

その他の法人

図21 法人格の種類

令和７年度

（N=614クラブ）

令和６年度

（N=593クラブ）
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法人格を取得していないクラブにおける今後の取得意向は、「意向なし」が

83.1％（R6 年度調査では 82.0％）、「意向はあるが、予定なし」が 14.3％（R6

年度調査では 16.0％）となっている。「意向なし」の理由としては、「必要性

を感じない」が 82.7％と最も高い。 

 

 

 

 

 

  

83.1%

82.0%

14.3%

16.0%

2.6%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=892クラブ）

令和６年度

（N=946クラブ）

図22 取得意向の有無

意向なし 意向はあるが、予定なし 予定あり

82.7%

5.9%

35.1%

4.9%

86.8%

6.1%

32.5%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要性を感じない

申請の仕方がわからない

事務作業を担う人材がいない

その他

図23 取得の意向なしの理由

令和７年度

（N=741クラブ）

令和６年度

（N=767クラブ）
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（６）クラブの事故対策 

クラブの事故対策は、「AED がすぐに使用できる場所で活動」が 65.9％（R6

年度調査では 65.8％）と最も高く、次いで、「全員保険に加入」が 54.6％（R6

年度調査では 53.1％）、「クラブの緊急連絡網を作成」が 51.2％（R6 年度調査

では 45.5％）と続いている。 

 

 

  

65.9%

54.6%

51.2%

44.6%

41.6%

32.7%

31.7%

29.6%

21.6%

15.5%

8.4%

8.2%

4.8%

3.8%

65.8%

53.1%

45.5%

42.2%

42.8%

31.7%

32.3%

28.7%

17.3%

14.8%

9.2%

8.5%

4.8%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ＡＥＤがすぐに使用できる場所で活動

クラブ会員は全員保険に強制加入

クラブの緊急連絡網を作成

熱中症対策を実施

クラブとして賠償責任保険に加入

指導者に対し安全講習会等の開催や、外部の安全講習会等への参加を促している

クラブ会員以外の参加者は全員保険に強制加入

強制加入ではないがクラブ会員全員に保険を斡旋

クラブ独自の危機管理マニュアル作成

防災訓練を実施

入会時に、運動実施に問題の生じる健康問題を有していない旨の証明書を取得

スポーツドクターなど地域の医師との連携

特に行っていない

その他

図24 事故対策

令和７年度

（N=1,506クラブ）

令和６年度

（N=1,545クラブ）
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（７）クラブの活動内容 

クラブのスポーツ・レクリエーション活動種目数は、「6～10 種目」が 35.8％、

（R6 年度調査では 33.3％）、「3～5 種目」が 25.4％（R6 年度調査では 26.0％）

となっている。 

クラブの文化活動種目数は、「1～2 種目」が 75.9％（R6 年度調査では

74.2％）、「3～5 種目」が 17.8％（R6 年度調査では 20.3％）となっている。 

 

 

 

 

 

12.1%

25.4%

35.8%

22.8%

2.8%

0.7%

0.4%

12.8%

26.0%

33.3%

24.3%

2.9%

0.4%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40%

1～2種目

3～5種目

6～10種目

11～20種目

21～30種目

31～40種目

41種目以上

図25 スポーツ・レクリエーション活動種目数

令和７年度

（N=1,376クラブ）

令和６年度

（N=1,495クラブ）

75.9%

17.8%

4.1%

2.3%

74.2%

20.3%

4.3%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１～2種目

3～5種目

6～9種目

10種目以上

図26 文化活動種目数

令和７年度

（N=394クラブ）

令和６年度

（N=423クラブ）



21 

スポーツ・レクリエーション（以下、「スポレク」）種目は、「卓球」が 48.3％

（R6 年度調査では 47.1％）と最も高く、次いで「バドミントン」が 45.2％（R6

年度調査では 44.3％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※１ ｼﾞｬｽﾞﾀﾞﾝｽ･社交ﾀﾞﾝｽ･ﾌｫｰｸﾀﾞﾝｽ･民謡踊り等を含む  

※２ ﾉﾙﾃﾞｨｯｸ･ｳｫｰｷﾝｸﾞ等を含む  

※３ 器械体操・新体操・トランポリンを含む 

※４ ﾀｸﾞﾗｸﾞﾋﾞｰを含む 

48.3%

45.2%

37.3%

36.2%

35.4%

31.7%

31.4%

27.3%

26.9%

23.7%

20.8%

20.7%

20.5%

20.4%

16.4%

16.4%

16.1%

14.9%

14.6%

13.0%

12.7%

12.6%

11.9%

10.8%

9.5%

47.1%

44.3%

37.6%

34.2%

35.6%

29.9%

31.1%

31.0%

25.1%

24.6%

23.9%

21.4%

19.4%

20.9%

16.7%

17.1%

16.1%

15.1%

17.0%

13.4%

12.9%

13.9%

10.0%

8.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

卓球

バドミントン

サッカー

健康体操

バレーボール

ヨガ

バスケットボール

グラウンドゴルフ

野球

ダンス※１

ウォーキング※２

テニス

陸上競技

ソフトバレーボール

フットサル

太極拳

体操※３

エアロビクス

ソフトテニス

空手道

剣道

ソフトボール

ピラティス

フィットネストレーニング

フラダンス

図27 種目別クラブ数（スポレク種目）（複数回答）
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48.0%

10.8%
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9.0%

5.6%

6.5%

4.9%

6.9%

2.7%

5.2%

3.8%

3.4%

4.2%

3.2%

3.1%

4.0%

3.7%

2.9%

53.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

複数種目(        )体験

パラスポーツ(ボッチャ等)

ランニング(ジョギング)

スポーツ吹矢

水泳

       ・         

モルック

柔道

ドッジボール

ゴルフ

ミニテニス

３B体操

ペタンク

ラグビーフットボール※４

スキー・スノーボード

登山・クライミング

ビーチバレーボール

バウンドテニス

インディアカ

親子リトミック

ゲートボール

ボウリング

パークゴルフ

ゲートゴルフ

その他

令和７年度

（N=1,449クラブ）

令和６年度

（N=1,493クラブ）
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また、文化種目は、「書道」が 13.2％（R6 年度調査では 13.4％）と最も高

く、次いで「健康麻雀」が 12.5％となっている。令和 7 年度から追加された

「健康麻雀」、「手芸・工作」、「コーラス・合唱」・「吹奏楽」が全体的に高い数

値と伺える。 

 

 

  

13.2%

12.5%

12.3%

11.5%

11.3%

11.0%

8.6%

8.3%

7.8%

7.6%
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5.4%
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5.4%
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4.2%

3.9%
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1.0%

40.4%

13.4%

14.1%

12.0%

11.5%
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7.7%

5.8%

3.8%

6.2%

6.2%

4.3%

7.0%

3.1%

4.6%

1.9%

63.8%

0% 20% 40% 60% 80%

書道

健康麻雀

手芸・工作

コーラス・合唱

英会話

和太鼓

吹奏楽

囲碁・将棋

料理

生け花

茶道

舞踊

絵画

パソコン

よさこい

歌謡・カラオケ

絵手紙

弦楽器

編み物

詩吟

演劇

その他

図28 種目別クラブ数（文化種目）（複数回答）

令和７年度

（N=408クラブ）

令和６年度

（N=417クラブ）
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活動形態別クラブ数について、【①教室活動】は「1～5」が 39.1％（R6 年度

調査では 39.3％）と最も高い。【②サークル活動】は「1～5」が 41.8％（R6 年

度調査では 45.8％）と最も高い。【①②に該当しない活動】は「0」が 44.6％

（R6 年度調査では 42.7％）と最も高い。 

 

 

 

 

  

8.2%

39.1%

23.3%

29.4%

8.5%

39.3%

20.8%

31.5%
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0

１～5

6～10

11以上

図29-1 活動形態別クラブ数【①教室活動】

令和７年度

（N=1,101クラブ）

令和６年度

（N=1,065クラブ）

24.0%

41.8%

20.1%

14.1%

21.8%

45.8%

17.6%

14.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0

１～5

6～10

11以上

図29-2 活動形態別クラブ数【②サークル活動】

令和７年度

（N=830クラブ）

令和６年度

（N=800クラブ）

44.6%

42.8%

7.6%

5.0%

42.7%

45.4%

6.0%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0

１～5

6～10

11以上

図29-3 活動形態別クラブ数【①②に該当しない活動】

令和７年度

（N=540クラブ）

令和６年度

（N=515クラブ）
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2 種目以上の活動を行う会員の有無については、「いる」が 65.9％となって

おり、約 7 割の方が該当している。 

 

 

 

なお、2 種目以上の活動を行う会員の年代については、「大学生以上」が

59.2％と最も高く、次いで「小学生」が 32.6％となっている。 

 

 

  

65.9% 34.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

図30 2種目以上の活動を行う会員の有無

いる いない

N=1,503クラブ

3.1%

32.6%

4.5%

0.6%

59.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

幼児まで未就学児

小学生

中学生

高校生（～18歳）

大学生以上

図31 2種目以上の活動を行う会員の年代

N=32,922人
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（８）クラブ所属のスポーツ指導者 

クラブ所属のスポーツ指導者の人数は、１クラブに平均 17.7 人（R6 年度調

査では平均 16.5 人）が所属している。 

スポーツ指導者のうち、「有資格者」は 49.5％（R6 年度調査では 47.9％）

である。 

 

 

 

  

17.7 人

6.3 人

15.1 人

26.5 人

42.5 人

16.5 人

5.9 人

13.9 人

28.9 人

36.8 人

0人 5人 10人 15人 20人 25人 30人 35人 40人 45人

全 体 平 均

1～ 100人

101～ 300人

301～1,000人

1,001人～

図32 会員規模別スポーツ指導者平均数

令和７年度

（N=1,014クラブ）

令和６年度

（N=1,442クラブ）

49.5%

47.9%

50.5%

52.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=20,467人）

令和６年度

（N=21,271人）

図33 スポーツ指導者有資格者数

有資格指導者 資格を持たない指導者
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スポーツ指導者の男女比は R6 年度と大きな変化はなく、「男性」は 68.1％

（R6 年度調査では 68.0％）、「女性」は 31.9％（R6 年度調査では 32.0％）と

なっている。 

 

 

有資格指導者のうち、手当有の指導者は 61.3％（R6 年度調査では 59.2％）

で、手当無の指導者は 38.7％（R6 年度調査では 40.8％）となっている。 

資格を持たない指導者のうち、手当有の指導者は 51.9％（R6 年度調査では

51.8％）である。手当無の指導者は 48.1％（R6 年度調査では 48.2％）である。 

 

 

68.0%

68.1%

32.0%

31.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年度

（N=19,958人）

令和７年度

（N=18,536人）

図34 スポーツ指導者の男女比

男性 女性

N=18,536人

61.3%

59.2%

38.7%

40.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=10,132人）

令和６年度

（N=10,189人）

図35-1 スポーツ指導者の手当の有無 【有資格指導者】

手当有 手当無

51.9%

51.8%

48.1%

48.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=10,335人）

令和６年度

（N=11,082人）

図35-2 スポーツ指導者の手当の有無 【資格を持たない指導者】

手当有 手当無
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スポーツ指導者の有資格者別の手当の平均額については、「有資格指導者」

の平均額が 3,283 円（R6 年度調査では 3,313 円）となっており、資格を持た

ない指導者の平均額は 1,973 円（R6 年度調査では 2,016 円）となっている。 

 

 

 

教室活動における指導者配置数について、「有資格指導者を配置」では

69.4％（R6 年度調査では 64.4％）配置しており、「資格を持たない指導者」は

30.6％（R6 年度調査では 35.6％）である。R6 年度と比較して、有資格指導者

を配置する傾向にある。 

 

 

  

2,628円

3,283円

1,973円

2,665円

3,313円

2,016円

0円 500円 1,000円 1,500円 2,000円 2,500円 3,000円 3,500円 4,000円

全体平均

有資格指導者

資格を持たない指導者

図36 スポーツ指導者の有資格者別の手当の平均額

令和７年度

（N=11,568人）

令和６年度

（N=11,774人）

※一回当たりの平均額

64.4%

69.4%

35.6%

30.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年度

（N=9,732人）

令和７年度

（N=8,597人）

図37 教室活動における指導者配置数

有資格指導者を配置 資格を持たない指導者のみ配置
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サークル活動における指導者配置数について、「指導者配置なし」が 41.5％

（R6年度調査では 39.1％）と最も高く、次いで「有資格指導者を配置」が 29.8％

（R6 年度調査では 30.6％）となっている。 

 

 

 

その他活動における指導者配置数について、「有資格指導者を配置」が

47.6％（R6 年度調査では 55.3％）と最も高く、次いで「資格を持たない指導

者のみ配置」が 35.4％（R6 年度調査では 31.6％）となっている。 

 

 

  

30.6%

29.8%

30.4%

28.7%

39.1%

41.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年度

（N=4,417人）

令和７年度

（N=3,835人）

図38 サークル活動における指導者配置数

有資格指導者を配置 資格を持たない指導者のみ配置 指導者配置なし

55.3%

47.6%

31.6%

35.4%

13.0%

17.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年度

（N=2,515人）

令和７年度

（N=1,228人）

図39 その他活動における指導者配置数

有資格指導者を配置 資格を持たない指導者のみ配置 指導者配置なし
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有資格スポーツ指導者の認定機関は、「日本スポーツ協会公認資格」が 4,465

人（R6 年度調査では 4,537 人）、「日本パラスポーツ協会公認資格」が 359 人

（R6 年度調査では 342 人）となっている。 

 

  

4,465人

359人

5,195人

4,537人

342人

5,378人

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000

日本スポーツ協会公認資格

日本パラスポーツ協会公認資格

その他機関の資格

図40 有資格スポーツ指導者の認定機関別人数

令和７年度

（N=10,019人）

令和６年度

（N=10,257人）

(人)
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（９）クラブの事務局体制 

① クラブマネジャー 

クラブマネジャーの配置は、「配置している」が 47.8％（R6 年度調査では

48.9％）、「配置していない」が 52.2％（R6 年度調査では 51.1％）となってい

る。 

 

 

 

クラブマネジャーの勤務形態別にみると、「常勤（週４日以上）」が 46.7％

（R6 年度調査では 46.9％）となっている。 

 

 

  

47.8%

48.9%

52.2%

51.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=1,485クラブ）

令和６年度

（N=1,514クラブ）

図41 クラブマネジャーの配置の有無

配置している 配置していない

46.7%

46.9%

53.3%

53.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=1,108人）

令和６年度

（N=1,122人）

図42 クラブマネジャーの勤務形態別（常勤・非常勤）人数

常勤(週4日以上) 非常勤
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クラブマネジャーの男女比について、「男性」が 58.4％（R6 年度調査では

58.6％）、「女性」は 41.6％（R6 年度調査では 41.4％）となっている。 

 

 

 

クラブマネジャーの手当の有無別にみると、常勤のクラブマネジャーでは、

「手当有」が 79.3％（R6 年度調査では 79.8％）となっている。非常勤のクラ

ブマネジャーでは、「手当有」が 49.8％（R6 年度調査では 44.8％）となって

いる。 

 

 

58.6%

58.4%

41.4%

41.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年度

（N=1,015人）

令和７年度

（N=1,027人）

図43 クラブマネジャーの男女比

男性 女性

79.3%

79.8%

20.7%

20.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=517人）

令和６年度

（N=526人）

図44-1 クラブマネジャーの手当の有無 【常 勤】

手当有 手当'無

49.8%

44.8%

50.2%

55.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=610人）

令和６年度

（N=596人）

図44-2 クラブマネジャーの手当の有無 【非常勤】

手当有 手当'無
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クラブマネジャーの手当の額を回答したクラブの平均額は、「常勤」では平

均 8,391 円（R6 年度調査では 7,670 円）、「非常勤」では平均 3,522 円（R6 年

度調査では 3,612 円）である。 
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非 常 勤

図45 クラブマネジャーの勤務形態別（常勤・非常勤）手当の平均額

令和７年度

（N=430クラブ）

令和６年度

（N=452クラブ）
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② 役員 

クラブにおける役員の配置は、「配置している」が 80.1％（R6 年度調査では

80.0％）となっている。 

 

 

 

クラブにおける役員の男女比は、「男性」が 68.6％（R6年度調査では 69.4％）、

「女性」が 31.4％（R6 年度調査では 30.6％）となっている。 
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令和６年度

（N=1,122人）
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図46 役員の配置の有無

配置している 配置していない
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年度

（N=12,122人）

令和７年度

（N=11,559人）

図47 役員の男女比

男性 女性
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③ 事務局員 

クラブにおける事務局員の配置は、「配置している」が 60.9％（R6 年度調査

では 59.5％）となっている。 

 

 

 

事務局員の勤務形態別にみると、「常勤（週４日以上）」が 38.1％（R6 年度

調査では 36.8％）となっている。 
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令和７年度

（N=1,485クラブ）
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図48 事務局員の配置の有無

配置している 配置していない

38.1%

36.8%

61.9%

63.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=2,449人）

令和６年度

（N=2,323人）

図49 事務局員の勤務形態別（常勤・非常勤）人数

常勤(週4日以上) 非常勤
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事務局員の男女比は、「男性」が 45.1％（R6 年度調査では 44.2％）、「女性」

が 54.9％（R6 年度調査では 55.8％）となっている。 

 

 

 

事務局員の手当の有無別にみると、常勤の事務局員では、「手当有」が 71.1％

（R6 年度調査では 77.0％）となっている。非常勤の事務局員では、「手当有」

が 63.8％（R6 年度調査では 56.4％）となっている。 
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44.2%

54.9%

55.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=2,200人）

令和６年度
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図50 事務局員の男女比

男性 女性
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令和７年度

（N=932人）
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図51-1 事務局員の手当の有無 【常 勤】

手当有 手当無
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56.4%

36.2%

43.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年度

（N=1,517人）

令和６年度

（N=1,468人）

図51-2 事務局員の手当の有無 【非常勤】

手当有 手当無



36 

事務局員の手当の額を回答したクラブの平均額は、「常勤」では平均 6,274

円（R6 年度調査では 6,558 円）、「非常勤」では平均 3,640 円（R6 年度調査で

は 3,481 円）である。 
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図52 事務局員の勤務形態別（常勤・非常勤）の手当の平均額

令和７年度

（N=528クラブ）

令和６年度

（N=514クラブ）
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④ ボランティアスタッフ 

クラブにおけるボランティアスタッフの配置は、「配置している」が 44.8％

（R6 年度調査では 46.5％）となっている。 

 

 

 

クラブ運営に関わるボランティアスタッフの延べ人数は、「1～10 人」が

17.6％（R6 年度調査では 18.9％）と最も高く、次いで「11～20 人」が 9.0％

（R6 年度調査では 8.7％）となっている。 
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図53 ボランティア配置の有無

配置している 配置していない
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７１人～８０人

８１人～１００人

１０１人～

図54 ボランティアスタッフの数

令和７年度

（N=1,555クラブ）

令和６年度

（N=1,603クラブ）
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ボランティアスタッフの報酬の有無をみると、「有償」が 24.9％となってい

る。 

 

 

 

⑤ 日本スポーツ協会公認マネジメント資格 

日本スポーツ協会公認マネジメント資格保有者の有無について、「JSPO 公認

マネジメント資格保有者が 1人以上いる」が 51.8％（R6年度調査では 50.5％）

となっている。 

 

  

24.9%

21.7%

75.1%

78.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=29,065人）

令和６年度

（N=30,633人）

図55 ボランティアスタッフの報酬の有無

有償 無償

51.8%

50.5%

48.2%

49.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=1,555クラブ）

令和６年度

（N=1,603クラブ）

図56 日本スポーツ協会公認マネジメント資格保有者の有無

JSPO公認マネジメント資格保有者が1人以上いる

JSPO公認マネジメント資格保有者はいない
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日本スポーツ協会公認マネジメント資格保有者の内訳は、「アシスタントマ

ネジャー資格保有者のみ 1 人以上いる」が 70.0％（R6 年度調査では 67.5％）

と最も高く、次いで「両マネジメント資格とも保有者が 1人以上いる」が 17.5％

（R6 年度調査では 18.2％）となっている。 

 

 

  

17.5%

18.2%

12.5%

14.3%

70.0%

67.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=806クラブ）

令和６年度

（N=809クラブ）

図57 日本スポーツ協会公認マネジメント資格保有者の内訳

両マネジメント資格とも保有者が1人以上いる

クラブマネジャー資格保有者のみ1人以上いる

アシスタントマネジャー資格保有者のみ1人以上いる
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（１０）クラブの活動費 

クラブの年間予算は、「1～1,000,000 円」が 31.4％（R6 年度調査では 31.6％）、

次いで「10,000,001 円以上」が 25.1％（R6 年度調査では 23.3％）、「1,000,001

～2,000,000 円」が 12.0％（R6 年度調査では 12.2％）となっている。 

 

 

クラブの収入に占める自己財源率は、「91～100％」が 33.6％（R6 年度調査

では 34.1％）、「71～90％」が 21.6％（R6 年度調査では 21.5％）、「51～70％」

が 14.9％（R6 年度調査では 13.8％）となっている。 

 

31.4%

12.0%

8.0%

5.8%

5.1%

3.2%

2.4%

2.3%

2.2%

2.4%

25.1%

31.6%

12.2%

8.9%

6.7%

5.1%

3.0%

2.6%

2.4%

2.4%

1.7%

23.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

1～ 1,000,000円

1,000,001～ 2,000,000円

2,000,001～ 3,000,000円

3,000,001～ 4,000,000円

4,000,001～ 5,000,000円

5,000,001～ 6,000,000円

6,000,001～ 7,000,000円

7,000,001～ 8,000,000円

8,000,001～ 9,000,000円

9,000,001～10,000,000円

10,000,001円～

図58 予算規模（総額）

令和７年度

（N=1,206クラブ）

令和６年度

（N=1,315クラブ）

1.8%

0.5%

5.6%

10.3%

11.7%

14.9%

21.6%

33.6%

1.9%

0.4%

5.1%

11.2%

12.0%

13.8%

21.5%

34.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

0%

1%未満

1～ 10%

11～ 30%

31～ 50%

51～ 70%

71～ 90%

91～100%

図59 自己財源（会費・事業費・委託費）率

令和７年度

（N=1,206クラブ）

令和６年度

（N=1,315クラブ）



41 

スポーツ振興くじ助成（toto 助成）の交付状況は、「今まで一度も toto 助

成は受けたことがない」が 51.5％（R6 年度調査では 52.5％）、「以前 toto 助

成を受けたことがある」が 44.7％（R6 年度調査では 43.6％）となっている。 

「今まで一度も toto 助成は受けたことがない」理由としては、「必要性を感

じない」が 41.1％と最も高くなっている。 

 

 

 

 

  

51.5%

52.5%

44.7%

43.6%

3.8%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=1,463クラブ）

令和６年度

（N=1,447クラブ）

図60 スポーツ振興くじ助成交付状況

今まで一度もtoto助成は受けたことがない 以前toto助成を受けたことがある

現在toto助成を受けている

41.1%

30.3%

26.1%

22.6%

14.4%

6.1%

42.2%

26.8%

25.3%

20.1%

13.4%

6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

必要性を感じない

事務作業を担う人材がいない

要件を満たしていない

申請の仕方が分からない

自治体や民間企業等から支援を受けているため

その他

図61 スポーツ振興くじ助成を受けたことがない理由（複数回答）

令和7年度

（N=752クラブ）

令和６年度

（N=746クラブ）
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（１１）クラブの活動等拠点施設 

活動拠点施設の種類は、「公共スポーツ施設」が 47.4％（R6 年度調査では

47.9％）、「学校体育施設」が 38.2％（R6 年度調査では 38.9％）となっている。 

 

 

  

38.2%

38.9%

47.4%

47.9%

3.1%

2.9%

1.6%

1.4%

3.1%

2.9%

6.6%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=1,471クラブ）

令和６年度

（N=1,508クラブ）

図62 活動拠点施設の種類

学校体育施設 公共スポーツ施設 自己所有施設 民間スポーツ施設 休校・廃校施設 その他
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（１２）クラブハウス 

クラブハウス専用施設の有無は、「クラブハウスがある」が 48.7％（R6 年度

調査では 47.2％）となっている。 

 

 

 

クラブハウス専用施設の種類は、「公共スポーツ施設の一部」が 29.7％（R6

年度調査では 26.8％）、「学校敷地内の独立施設」が 18.1％（R6 年度調査では

18.1％）、「学校体育施設の一部（体育館内の一室等）」が 10.9％（R6 年度調査

では 11.6％）となっている。 

 

 

  

48.7%

47.2%

51.3%

52.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=1,473クラブ）

令和６年度

（N=1,505クラブ）

図63 クラブハウス専用施設の有無

クラブハウスがある クラブハウスがない

18.1%

18.1%

10.9%

11.6%

9.3%

10.0%

5.2%

4.7%

29.7%

26.8%

4.0%

4.5%

8.5%

9.5%

5.3%

5.6%

5.7%

5.2%

3.2%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=717クラブ）

令和６年度

（N=708クラブ）

図64 クラブハウス専用施設の種類

学校敷地内の独立施設 学校体育施設の一部（体育館内の一室等）

学校施設の一部（余裕教室等） 公共スポーツ施設敷地内の独立施設

公共スポーツ施設の一部 1～5以外の公共施設（公民館等）敷地内の独立施設

1～5以外の公共施設の一部 1～7以外の民間施設

自己所有施設 その他



44 

（１３）クラブの設立年 

クラブハウスの設立年については、「2001 年～2005 年」が 29.1％と最も高

く、次いで「2006 年～2010 年」の 28.7％が高くなっている。 

 

 

  

7.6%

29.1%

28.7%

17.2%

7.0%

4.5%

5.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

～2000年

2001年～2005年

2006年～2010年

2011年～2015年

2016年～2020年

2021年～

その他

図65 クラブの設立年（西暦）
N=1,298クラブ
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（１４）クラブの設立効果 

クラブ設立による地域への効果は、「地域住民のスポーツ参加機会が増えた」

が 70.9％（R6 年度調査では 68.2％）と最も高く、次いで「地域住民間の交流

が活発化した」が 60.6％（R6 年度調査では 61.5％）、「元気な高齢者が増えた」

が 51.6％（R6 年度調査では 50.4％）と続いている。 

 

 

  

70.9%

60.6%

51.6%

35.5%

31.4%

30.4%

28.2%

22.6%

7.7%

2.9%

68.2%

61.5%

50.4%

37.3%

33.3%

29.4%

28.4%

23.7%

9.6%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

地域住民のスポーツ参加機会が増えた

地域住民間の交流が活性化した

元気な高齢者が増えた

複数のスポーツ種目に取り組む地域住民が増えた

子供たちが明るく活発になった

地域で子供たちの成長を見守る気運が高まった

地域が活性化した

地域住民が健康になった

特に変わりがない

その他

図66 クラブの設立効果（複数回答）

令和７年度

（N=1,466クラブ）

令和６年度

（N=1,495クラブ）
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（１５）クラブの現在の課題 

クラブの現在の課題は、「クラブ運営を担う人材の世代交代・後継者確保」

が 77.3％（R6 年度調査では 77.6％）、「指導者の確保（養成）」が 57.5％（R6

年度調査では 59.3％）、「会費・参加費など受益者負担による財源確保」が

58.1％（R6 年度調査では 58.9％）となっている。 

 

 

  

77.3%

57.5%

37.1%

35.1%

33.7%

39.0%

18.7%

47.0%

36.7%

35.9%

27.1%

58.1%

31.4%

31.3%

77.6%

59.3%

35.8%

34.7%

30.2%

38.0%

17.5%

44.6%

36.7%

37.4%

27.4%

58.9%

27.4%

31.1%

0% 20% 40% 60% 80%

クラブ運営を担う人材の世代交代・後継者確

保

指導者の確保（養成）

会員のクラブ運営への参画促進

事務局員の確保

クラブマネジャーの確保（養成）

スポーツ活動等の活動場所の安定的な確保

事務局スペースの確保

会員の世代の拡大

楽しみ志向、健康志向、交流志向、競技志向

など多志向の事業拡大

活動種目の拡大

会員間の交流促進

会費・参加費など受益者負担による財源確保

委託事業等の事業収入による財源確保

寄附金、協賛金による財源確保

図67-1 クラブの現在の課題（1/2）（複数回答）

令和７年度

（N=1,467クラブ）

令和６年度

（N=1,502クラブ）

＜人材の確保等 ＞

＜活動拠点の確保等＞

＜事業の多様性＞

＜財政的自立＞
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41.3%

38.0%

28.2%

27.4%

27.0%

23.5%

21.9%

19.9%

16.9%

14.6%

31.5%

20.4%

20.0%

11.2%

5.3%

41.3%

39.5%

27.2%

30.3%

28.2%

22.2%

22.0%

20.2%

18.0%

17.0%

31.4%

20.6%

19.2%

9.7%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80%

行政（スポーツ担当部局）との連携

行政（学校体育・部活動担当部局）との連携

行政（高齢者の健康増進・介護予防担当部

局）との連携

行政（地域活性化・まちづくり担当部局）と

の連携

市区町村体育・スポーツ協会との連携

他の総合型クラブとの連携

スポーツ以外の分野の組織・団体や民間企業

との連携

行政（子育て支援担当部局）との連携

スポーツ少年団との連携

障害者スポーツ団体との連携

クラブ間でのクラブ経営に関する情報の交換

クラブ経営に関する研修機会の確保

各分野（法律、経理、労務管理等）の専門家

への相談機会の確保

特に課題はない

その他

図67-2 クラブの現在の課題（2/2）（複数回答）

令和７年度

（N=1,467クラブ）

令和６年度

（N=1,502クラブ）

＜連携体制の構築＞

＜情報収集等＞

＜その他＞
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（１６）クラブの現状把握・改善のための取組 

クラブの現状把握・改善のための取組の状況は、「クラブ内で現状や課題、

改善策等を話し合う機会を設けている」が 72.4％、「話合いや点検・評価の結

果を踏まえて改善策を次年度の計画に反映させている」が 25.3％、「評価指標・

チェックリストを活用して自己点検・評価を行っている」が 22.7％となって

いる。 

 

  

72.4%

25.3%

22.7%

18.2%

1.8%

74.1%

26.0%

22.8%

18.2%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80%

クラブ内で現状や課題、改善策等を話し合う機会を

設けている

話合いや点検・評価の結果を踏まえて改善策を次年

度の計画に反映させている

評価指標・チェックリストを活用して自己点検・評

価を行っている

特に行っていない

その他

図68 クラブの現状把握・改善のための取組（複数回答）

令和７年度

（N=1,465クラブ）

令和６年度

（N=1,497クラブ）
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（１７）持続可能なクラブ運営に向けた取組 

 持続可能なクラブ運営に向けた取組状況としては、「クラブ運営を担う人材の

世代交代・後継者確保のための取組を行っている」が 40.2％（R6 年度調査では

41.6％）と最も高く、次いで「財源確保のための取組を行っている」が 35.7％

（R6 年度調査では 36.2％）となっている。 

 

 

  

40.2%

35.7%

8.3%

5.1%

37.5%

41.6%

36.2%

8.0%

4.6%

36.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

クラブ運営を担う人材の世代交代・後継者確保のた

めの取組を行っている

財源確保のための取組を行っている

中期計画（マスタープラン）を策定している

その他の取り組みを行っている

特に行っていない

図69 持続可能なクラブ運営に向けた取組状況（複数回答）

令和７年度

（N=1,465クラブ）

令和６年度

（N=1,460クラブ）
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（１８）行政からの支援、連携等 

クラブが受けている行政からの支援については、「活動場所に対する使用料

金の減額や免除の支援を受けている」が 60.3％（R6 年度調査では 59.1％）、

「市区町村行政から資金援助を受けている」が 51.4％（R6年度調査では 49.4％）

となっている。 

 

 

行政との連携については、「市区町村行政は総合型クラブに対する理解があ

る」が 55.1％（R6 年度調査では 54.9％）、「市区町村行政との連携体制が整っ

ている」が 48.8％（R6 年度調査では 45.6％）となっている。 

 

60.3%

51.4%

46.1%

36.3%

17.2%

14.5%

2.0%

59.1%

49.4%

45.7%

37.0%

16.5%

14.8%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80%

活動場所に対する使用料金の減額や免除の支援

市区町村行政から資金援助

活動場所に対する優先受付の支援

広報活動の支援

市区町村行政から学校体育施設開放等に係る管理委託

特に支援を受けていない

その他

図70 行政からの支援（複数回答）

令和７年度

（N=1,465クラブ）

令和６年度

（N=1,493クラブ）

55.1%

48.8%

30.3%

20.5%

16.9%

3.6%

54.9%

45.6%

29.3%

20.7%

17.9%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80%

市区町村行政は総合型クラブに対する理解がある

市区町村行政との連携体制が整っている

市区町村行政を含めた連絡協議会等を定期に開催

地域課題解決のための方策等について市区町村行政と

連携して事業を実施

特に連携していない

その他

図71 行政との連携（複数回答）

令和７年度

（N=1,464クラブ）

令和６年度

（N=1,473クラブ）
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（１９）クラブの特色ある取組 

【①子育て支援・若者のスポーツ参加】については、「親子が一緒に参加で

きるスポーツ教室等の開催」が 37.8％（R6 年度調査では 37.5％）と多くのク

ラブで取り組まれている。 

 

【②学校との連携】に取り組んでいるクラブでは、「学校の行事への協力」

が 24.7％（R6 年度調査では 28.2％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.8%

11.3%

10.5%

6.5%

4.9%

1.8%

46.5%

4.8%

37.5%

10.3%

11.3%

5.7%

4.3%

2.4%

47.5%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

親子が一緒に参加できるスポーツ教室等の開催

学童保育や放課後子供教室への指導者の派遣など連

携・協働した取組の実施

20～30歳代のスポーツ参加促進に向けた取組の実施

行政から学童保育や放課後子供教室に関する事業を受

託して実施

不登校や引きこもりの子供や、特別な支援が必要な子供

のスポーツ活動の場を提供するための取組の実施

託児付きスポーツ教室等の開催

特に行っていない

その他

図72 クラブの特色ある取組（複数回答） 【①子育て支援・若者のスポーツ参加】

令和７年度

（N=1,464クラブ）

令和６年度

（N=1,485クラブ）

24.7%

13.0%

9.6%

2.4%

56.1%

7.7%

28.2%

11.5%

9.4%

2.7%

54.2%

7.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

学校の行事への協力

クラブから学校運動部活動（中学・高校）への外部指導

者の派遣等の実施

クラブから学校の体育授業への指導者派遣の実施

学校の教員を対象とした講習会の開催

特に行っていない

その他

図73 クラブの特色ある取組（複数回答） 【②学校との連携】

令和７年度

（N=1,464クラブ）

令和６年度

（N=1,468クラブ）
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【③スポーツによる地域活性化・企業や大学との連携】に取り組んでいるク

ラブでは、「スポーツによる地域おこしやまちづくりに関する取組の実施」が

25.3％（R6 年度調査では 27.8％）となっている。 

 

  

25.3%

16.6%

8.3%

7.1%

4.3%

3.3%

55.8%

3.1%

27.8%

17.7%

8.6%

6.5%

3.8%

2.9%

53.7%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

スポーツによる地域おこしやまちづくりに関する取組の実施

スポーツによる地域活性化を目的とした連携組織（地域ス

ポーツコミッション等）への参画・協力

学生のインターンシップ等により指導者やクラブの運営補助

として活用

プロチームやトップアスリートを有する企業と連携した取組の

実施

企業や大学の施設を活用したスポーツ教室等の開催

フィットネスクラブなどの民間スポーツクラブと連携した取組

の実施

特に行っていない

その他

図74 クラブの特色ある取組（複数回答）

【③スポーツによる地域活性化・企業や大学との連携】

令和７年度

（N=1,464クラブ）

令和６年度

（N=1,466クラブ）
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【④他の総合型クラブや他のスポーツ団体との連携・トップアスリートの

活用等】に取り組んでいるクラブでは、「近隣のエリアにおいて、複数の総合

型クラブとネットワークを構築し、連携・協働した事業の実施」が 19.5％（R6

年度調査では 21.7％）となっている。 

 

 

 

 

  

19.5%

10.9%

10.8%

7.0%

6.1%

3.3%

59.8%

21.7%

9.6%

11.4%

7.5%

5.4%

2.5%

58.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

近隣のエリアにおいて、複数の総合型クラブとネットワークを

構築し、連携・協働した事業の実施

トップアスリート（引退後の選手等）を活用したスポーツ教室

等の開催

他のスポーツ団体（総合型クラブ除く）とスポーツ教室等の共

同開催

複数の総合型クラブによる指導者や施設等を共有したス

ポーツ教室等の開催

他のスポーツ団体（総合型クラブ除く）と施設の共有

他のスポーツ団体（総合型クラブ除く）の事務局を担っている

特に行っていない

図75 クラブの特色ある取組（複数回答）

【④他の総合型クラブや他のスポーツクラブとの連携・トップアスリートの活用等】

令和７年度

（N=1,464クラブ）

令和６年度

（N=1,462クラブ）
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（２０）クラブの広報手段 

クラブの情報発信ツールとしては、「ホームページ」が 48.3％（R6 年度調査

では 54.4％）と最も高く、次いで「SNS(X(旧 Twitter)、Facebook 、Instagram

等)」が 44.6％（R6 年度調査では 37.8％）となっている。 

 
 

クラブの広報に関する課題としては、「広報を担当する人材確保」が 48.3％

（R6年度調査では 49.2％）と最も高く、次いで「広報に係る業務負担」が 44.6％

（R6 年度調査では 43.5％）となっている。 

 

48.3%

44.6%

39.2%

39.1%

36.2%

22.6%

6.1%

54.4%

37.8%

23.5%

32.9%

68.5%

5.4%

11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ホームページ

SNS(X(旧Twitter)、Facebook 、Instagram等)

クラブの定期的な広報誌

市区町村行政の定期的な広報誌

チラシ・パンフレット

新聞折り込み

その他

図76 クラブの広報手段

令和７年度

（N=1,465クラブ）

令和６年度

（N=1,448クラブ）

48.3%

44.6%

39.2%

39.1%

36.2%

22.6%

6.1%

49.2%

43.5%

42.0%

42.3%

37.9%

23.3%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

広報を担当する人材確保

広報に係る業務負担

世代ごとの有効な周知方法

ＳＮＳの活用

広報に必要な費用

広報の効果測定

その他

図77 クラブの広報に関する課題

令和７年度

（N=1,465クラブ）

令和６年度

（N=1,390クラブ）
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（２１）障害者の参加状況 

クラブ活動への障害者の参加状況は、「受け入れは可能であるが、現在参

加していない」が 37.3％、「現在参加している」が 24.6％となっている。 

 

 

 

現在障害者が活動に参加しているクラブでは、「障害の有無にかかわらず、

誰もが参加できる定期的な活動や教室を用意している」が 62.9％、「障害の有

無にかかわらず、誰もが参加できるイベント等を用意している」が 47.4％と

なっている。 

 

 

  

24.6%

25.4%

37.3%

36.2%

9.6%

9.5%

28.5%

28.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=1,465クラブ）

令和６年度

（N=1,501クラブ）

図78 クラブの活動への障害者の参加

現在参加している 受け入れは可能であるが、現在参加していない

今後も受け入れることはできない わからない

62.9%

47.4%

24.4%

23.5%

14.1%

10.8%

7.8%

57.9%

48.9%

24.7%

23.2%

16.6%

11.6%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

障害の有無にかかわらず、誰もが参加できる定期的な活動や教室を用

意している

障害の有無にかかわらず、誰もが参加できるイベント等を用意している

プログラム・イベント等に障害者のための特段な配慮はない

障害者を主な対象とする定期的な教室や活動等を用意している

プログラム・イベント等に障害者のための特別な配慮をしている

障害者を主な対象とするイベント等を用意している

クラブのスタッフに障害者がいる

図79 障害者のクラブへの参加状況

令和７年度

（N=361クラブ）

令和６年度

（N=380クラブ）
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障害者の参加しているクラブの事業は、昨年同様「クラブ独自で行ってい

る事業」が 90％を超えている。 

 

 

 

障害者が現在は参加していない理由としては、「クラブのスタッフや会員に

障害者がいない」が 60.3％（R6 年度調査では 60.8％）と最も高く、次いで「募

集しているが、障害者の参加希望がない」が 26.7％（R6 年度調査では 26.0％）

となっている。 

 

  

15.0%

10.0%

90.4%

13.8%

6.5%

90.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政から受託している事業

行政以外の団体等から受託している事業

クラブ独自で行っている事業

図80 事業の種類

令和７年度

（N=260クラブ）

令和６年度

（N=247クラブ）

60.3%

26.7%

21.1%

5.9%

60.8%

26.0%

20.8%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

クラブのスタッフや会員に障害者がいない

募集しているが、障害者の参加希望がない

募集をしていない

その他

図81 障害者が現在は参加していない理由

令和７年度

（N=546クラブ）

令和６年度

（N=530クラブ）
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（２２）スポーツ少年団との連携 

スポーツ少年団との連携した運営や活動については、「連携していない」

が 59.3％となっている。 

 

 

 

スポーツ少年団と運営や活動を連携していないクラブにおける今後の連携

予定は、「連携することは考えていない」が 71.5％と最も高く、「今後連携す

ることについて総合型クラブ内で検討したい」が 22.5％となっている。 
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12.8%
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10.9%

10.4%

9.4%

4.2%

58.9%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

スポーツ少年団とクラブが、一つの組織として運営・活動を行っている

地域内で行うイベント等の事業において、スポーツ少年団と協力している

お互いの活動において、指導者等の人材や活動場所等を共有し合っている

クラブ会員や団員に対して、お互いの活動機会を周知・共有し合っている

スポーツ少年団の行事や事業に総合型クラブとして協力している

情報交換・共有の機会を設けている

スポーツ少年団の事務（登録業務・保険加入等）を、クラブが担っている

市区町村スポーツ少年団の事務局を総合型クラブが担っている

連携していない

その他

図82 スポーツ少年団との連携した運営・活動

令和７年度

（N=1,464クラブ）

令和６年度

（N=1,497クラブ）

1.4%

0.9%

4.6%

5.3%

22.5%

25.4%

71.5%

68.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度

（N=868クラブ）

令和６年度

（N=873クラブ）

図83 今後の連携予定

今後連携する予定

今後連携することについてスポーツ少年団に相談したい

今後連携することについて総合型クラブ内で検討したい

連携することは考えていない



58 

（２３）スポーツを通じた健康増進に関する取組 

スポーツを通じた健康増進の取組は、「該当するものはない」が 62.6％と最

も高く、次いで「健康づくりや健康増進・介護予防のための、クラブ独自の事

業を実施している」が 26.6％となっている。 

 

 

 

スポーツを通じた健康増進の取組の詳細については、「参加者や地域住民に

新体力テスト等の身体能力測定を実施」が 36.0％と最も高く、次いで「参加

者に体組成計や体成分分析装置等を使用して身体測定を実施」が 21.7％とな

っている。 

 

 

26.6% 4.0% 6.8% 62.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

図84 スポーツを通じた健康増進の取組

健康づくりや健康増進・介護予防のための、クラブ独自の事業を実施している

行政から介護予防事業を受託して実施している

１と２の両方実施している

該当するものはない

N=1,460クラブ

36.0%

21.7%

21.5%

8.5%

6.8%

5.0%

4.6%

0.6%

35.3%

0% 10% 20% 30% 40%

参加者や地域住民に新体力テスト等の身体能力測定を実施

参加者に体組成計や体成分分析装置等を使用して身体測定を実施

地域包括支援センターと連携した取組の実施（既存の選択肢から流用）

企業を対象とした健康教室等の開催（指導者の派遣を含む）

医療費削減を具体的な目標として掲げた取組の実施

商工会議所等、地域経済の発展に寄与する団体を対象とした健康教室等の

開催（指導者の派遣を含む）

医療機関等と連携した取組の実施

JSPOの健康寿命評価尺度※を活用した測定を実施

その他

図85 取組内容詳細
N=544クラブ


